
市政懇談会 

直面する 
　課題の説明と 
アンケート結果 
 をお知らせします 

特集①　市政懇談会 

　11月4日から11月30日まで、市内13会場において、
加東市としては初めての「市政懇談会」を開催し、
575人に出席いただきました。 
　懇談会では、市から出席者のみなさまへ、直面す
る4つの重要課題や事業の進捗状況などの説明の後、
みなさまからのご質問、ご要望にお答えするとともに、
みなさまにはアンケートにご協力いただきました。 
　今回は、重要課題の概要と、アンケート結果につ
いてお知らせします。 

　
市
で
は
、
行
財
政
改
革
の
推
進
に

つ
い
て
、
４
か
年
を
ひ
と
つ
の
サ
イ

ク
ル
と
し
た
行
財
政
改
革
大
綱
を
定

め
、「
簡
素
で
効
率
的
か
つ
透
明
性

の
高
い
行
財
政
運
営
の
構
築
」
を
目

指
し
て
改
革
を
進
め
て
い
ま
す
。
 

　
現
在
は
、
合
併
か
ら
平
成
２１
年
度

ま
で
の
第
１
次
取
組
期
間
が
終
了
し
、

今
年
度
か
ら
平
成
２５
年
度
ま
で
の
第

２
次
の
改
革
に
着
手
し
た
と
こ
ろ
で

す
。
 

   ●
職
員
数
94
人
を
純
減

　
国
が
示
す
基
準
日
（
平
成
１７
年
４

月
１
日
）
の
６
２
６
人
か
ら
、
５
３

２
人
に
な
り
ま
し
た
。
（
削
減
率
１５

％
）
 

●
基
金
24
億
円
を
増
額
 

　
家
庭
の
貯
金
に
あ
た
る
基
金
は
、

合
併
時
の
４４
･
９
億
円
か
ら
２４
･
４

億
円
増
額
し
、
６９
･
３
億
円
と
な
り

ま
し
た
。
 

●
地
方
債
残
高
85
億
円
を
減
額

　
資
金
の
借
り
入
れ
に
よ
る
負
債
を

合
併
時
か
ら
８５
･
２
億
円
償
還
し
、

地
方
債
残
高
は
４
１
６
･
７
億
円
に

な
り
ま
し
た
。
 

  　
第
２
次
の
改
革
で
は
、
限
ら
れ
た

財
源
を
有
効
に
配
分
し
、
よ
り
効
果

や
成
果
を
重
視
し
た
行
政
活
動
を
展
 

開
す
る
「
行
政
運
営
か
ら
行
政
経
営

へ
の
転
換
」
を
進
め
て
い
き
ま
す
。
 

■
同
種
の
公
共
施
設
の
適
正
化

　
市
に
は
、
文
化
会
館
や
体
育
館
、

グ
ラ
ウ
ン
ド
な
ど
同
種
の
公
共
施
設

が
多
数
あ
り
、
将
来
的
に
は
こ
れ
ら

の
維
持
管
理
・
運
営
経
費
が
財
政
を

圧
迫
す
る
お
そ
れ
が
高
い
こ
と
か
ら
、

適
正
化
に
取
り
組
み
ま
す
。
 

    　
現
在
ま
で
に
、
さ
ま
ざ
ま
な
視
点
、

角
度
で
検
討
を
進
め
て
き
ま
し
た
。
 

●
庁
舎
統
合
検
討
委
員
会
 

　
庁
内
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
の
検
討
 

●
加
東
市
行
財
政
改
革
推
進
委
員
会

　
行
財
政
改
革
の
観
点
か
ら
の
検
討
 

●
加
東
市
庁
舎
統
合
整
備
等
検
討

　
委
員
会

　
市
民
目
線
で
の
検
討
 

 　
そ
の
結
果
、
今
後
、
さ
ら
な
る
行

財
政
改
革
を
推
進
し
、
よ
り
一
層
の

効
率
的
な
行
政
運
営
に
よ
り
、
質
の

高
い
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
継
続
的
に
提

供
す
る
た
め
に
は
、
庁
舎
の
統
合
が

必
要
で
あ
る
と
の
提
言
を
い
た
だ
き

ま
し
た
。
 

　
ま
た
、
財
政
面
を
考
慮
し
、
統
合

は
合
併
特
例
債
の
借
入
期
限
（
平
成

２７
年
度
）
内
の
、
で
き
る
だ
け
早
期

の
実
施
が
望
ま
し
い
こ
と
と
さ
れ
て

い
ま
す
。
 

●
統
合
庁
舎
の
位
置
、
整
備
方
式

　（
新
築
・
増
築
）の
決
定

　
案
１
…
県
教
育
研
修
所
西
側
の
　

　
　
　
 
県
有
地
に
新
築
 

　
案
２
…
社
庁
舎
の
敷
地
内
に
新
築
 

　
案
３
…
社
庁
舎
の
敷
地
内
に
増
築
 

●
統
合
庁
舎
に
必
要
な
機
能
の
選
択

●
窓
口
セ
ン
タ
ー
に
関
す
る
整
理

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
な
ど
 

　
そ
の
た
め
、
市
の
方
向
性
を
示
す

「
新
庁
舎
建
設
計
画
」
の
策
定
を
進

め
て
い
ま
す
。
 

※
庁
舎
建
設
経
費
の
試
算
 

◇
新
築
24
億
円
 

　
一
般
財
源
９
億
円
･
起
債
１５
億
円
 

◇
増
築
15
億
円
 

　
一
般
財
源
５
億
円
･
起
債
１０
億
円
 

※
増
築
の
場
合
、
将
来
耐
震
補
強
等

　
改
修
費
用
が
必
要
 

※
起
債
（
合
併
特
例
債
）
 

　
元
利
償
還
金
額
の
最
大
７０
％
が
地

　
方
交
付
税
に
算
入
さ
れ
ま
す
。
 

①
行
財
政
改
革
の
推
進

②
統
合
庁
舎
の
整
備
に
つ
い
て

第
１
次
行
財
政
改
革
 

財
政
効
果
は
２１
億
円
 

 行
政
運
営
か
ら
行
政
経
営
へ
 

現
 
状

　
全
国
的
に
鉄
道
や
乗
合
バ
ス
な
ど

公
共
交
通
機
関
の
利
用
が
減
少
し
続

け
て
お
り
、
利
用
の
少
な
い
路
線
の

減
便
や
廃
止
な
ど
が
懸
念
さ
れ
て
い

ま
す
。
こ
の
課
題
に
取
り
組
む
た
め
、

市
で
は
、
地
域
公
共
交
通
会
議
を
設

置
し
、
継
続
的
に
協
議
、
検
討
を
行

っ
て
い
ま
す
。
 

  ■
平
成
19
年
７
月
 

　
地
域
公
共
交
通
会
議
の
設
置
 

■
平
成
20
年
３
月
　
　
 

　
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
交
通
サ
ー
ビ
ス
導

入
に
関
す
る
提
言
書
（※）
 

■
平
成
20
年
11
月
 
 
 

　
と
ど
ろ
き
荘
送
迎
バ
ス
ル
ー
ト
の

見
直
し
 

■
平
成
21
年
７
月
 

　
福
祉
タ
ク
シ
ー
事
業
の
対
象
者
要

件
を
緩
和
 

■
毎
年
度
　
バ
ス
路
線
維
持
対
策
 

 ●
福
祉
タ
ク
シ
ー
事
業
の
見
直
し
 

　
利
用
者
ニ
ー
ズ
に
あ
っ
た
制
度
へ

の
見
直
し
を
予
定
し
て
い
ま
す
。
 

●
自
主
運
行
バ
ス
の
調
査
研
究
 

　
先
進
地
事
例
の
検
証
を
行
い
ま
す
。
 

●
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
実
施
 

　
公
共
交
通
施
策
の
実
施
に
向
け
た

検
討
資
料
と
し
て
、
意
向
調
査
の
実

施
を
予
定
し
て
い
ま
す
。
 

　
他
市
で
の
取
り
組
み
事
例
と
と
も

に
、
こ
れ
ま
で
の
既
存
施
策
の
検
証
、

そ
し
て
住
民
ニ
ー
ズ
の
把
握
に
努
め
、

加
東
市
の
実
情
に
合
っ
た
公
共
交
通

サ
ー
ビ
ス
を
検
討
し
て
い
き
ま
す
。
 

   　
都
市
計
画
税
と
は
、
土
地
区
画
整

理
事
業
や
道
路
、
公
園
、
下
水
道
整

備
な
ど
の
都
市
基
盤
整
備
の
費
用
に

充
て
る
た
め
、
目
的
税
と
し
て
課
税

す
る
も
の
で
す
。
 

　
合
併
以
降
、
旧
３
町
ご
と
に
課
税

そ
の
も
の
の
有
無
や
、
土
地
利
用
の

規
制
な
ど
に
格
差
が
あ
り
、
不
公
平

感
を
も
た
ら
す
こ
と
か
ら
、
新
市
の

重
要
課
題
と
し
て
、
検
討
を
重
ね
て

き
ま
し
た
。
 

 　
都
市
計
画
税
は
今
後
も
必
要
で
す

が
、
こ
れ
ま
で
旧
社
・
滝
野
地
域
の

市
街
化
区
域
で
行
わ
れ
て
き
た
よ
う

な
、
大
規
模
か
つ
集
中
的
な
都
市
計

画
事
業
は
、
現
時
点
で
は
計
画
が
な

い
こ
と
か
ら
、
財
政
面
へ
の
影
響
も

考
慮
し
な
が
ら
、
税
率
を
見
直
す
こ

と
も
検
討
課
題
の
一
つ
と
考
え
て
い

ま
す
。
 

 　
「
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」

に
お
い
て
、「
新
都
市
ゾ
ー
ン
」
と

し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
「
東
条

南
山
」
お
よ
び
「
天
神
地
域
と
そ
の

周
辺
」
に
つ
い
て
は
、
今
後
も
計
画

的
な
都
市
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
の

投
資
が
必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
、
社
・

滝
野
の
市
街
化
区
域
と
同
様
の
税
負

担
と
す
る
こ
と
で
、
市
内
全
域
で
の

不
公
平
感
を
解
消
す
る
必
要
が
あ
る

と
考
え
て
い
ま
す
。
 

 ◇
税
率
を
現
行
の
０
･
３
％
か
ら
　

　
０
･
２
〜
0
・
25
％
へ
引
き
下
げ
る

◇
課
税
範
囲
に
東
条
南
山
お
よ
び
天

　
神
地
域
と
そ
の
周
辺
を
加
え
る

　（
詳
細
範
囲
は
未
定
）

※
平
成
２２
年
１２
月
議
会
に
お
い
て
、

　
都
市
計
画
税
の
税
率
を
０
・
２
％

　
に
引
き
下
げ
ま
し
た
。

③
公
共
交
通
に
つ
い
て

④
都
市
計
画
税
に
つ
い
て

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
状
況
 

今
後
の
取
り
組
み
予
定
 

税
率
の
見
直
し
に
つ
い
て
 

課
税
対
象
地
域
の
見
直
し
に
つ
い
て
 

今
後
の
方
針
に
つ
い
て
 

課
 
題

例：統合する場合としない場合の庁舎維持管理経費の推移（累計） 

統合しない

統合する

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
H18～22 H23～27 H28～32 H33～37 H38～42 H43～47 H48～52（年）

（万円）

Ｈ25に建築した場合 

損益分岐点：Ｈ40年 

（※）コミュニティ交通サービス
　　 導入に関する提言書

　市内における自家用車保有率が
極めて高く、車を自由に利用でき
ない人は限られていること、現時
点においては新たな交通サービス
が導入されても利用があまり見込
めないこと等の理由により、短期
的な方針として 
①コミュニティバスなどのコミュ
　ニティ交通サービスは当面導入
　しない。
②現在市がすでに取り組んでいる
　移動サービスに関する施策を見
　直し、充実させる。
③既存交通資源サービスを見直し、
　充実させる。
④本当に生活交通手段を必要とす
　る地域住民への対策に取り組む。

5 4

アンケート結果 476人の方々に、アンケートにご協力いただきました。 
貴重なご意見、ありがとうございました。 

［問1］行財政改革について

1
2
3
4
5

全体
評価する
どちらかというと評価する
どちらかというと評価しない
評価しない
わからない

451人
80人
224人
49人
21人
77人

100.0%
17.7%
49.7%
10.9%
4.6%
17.1%

［問2］統合庁舎の整備について

1
2
3
4

全体
社庁舎の敷地内に新築
社庁舎の敷地内に増築
県有地に新築
その他の方式

429人
148人
124人
136人
21人

100.0%
34.5%
28.9%
31.7%
4.9%

［問4］自主運行バスを利用されますか（公共交通）

1
2
3

全体
利用する
利用しない
わからない

116人
53人
32人
31人

100.0%
45.7%
27.6%
26.7%

［問6］課税対象地域の見直しについて

1
2

全体
必要である
必要でない

396人
344人
52人

100.0%
86.9%
13.1%

［問3］自主運行バスについて（公共交通）

1
2
3

全体
必要である
必要でない
わからない

428人
132人
203人
93人

100.0%
30.9%
47.4%
21.7%

［問5］都市計画税の税率の見直しについて

1
2

全体
必要である
必要でない

395人
340人
55人

100.0%
86.1%
13.9%

※問4は、問3で「1 必要である」を選択された方に回答いただいた結果です。


